用語の解説（中間見直しによる追加分）
（五十音順）
	用　語
	説　明

	ＳＮＳ
	人との交流を目的としたコミュニケーションサービスのこと。Social Networking Serviceの略。

	新しい総合事業
	介護保険法第115条の45第1項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業の略で、介護保険制度の地域支援事業として、すべての市町村が平成29年４月までに開始することとなっている。要支援1～2の高齢者等を対象とした、訪問介護、通所介護、生活支援サービスや介護予防事業などがある。

	就労継続支援B型事業所
	[bookmark: _GoBack]企業など通常の事業所に雇用されることが困難な障害者に対し、雇用契約に基づかない就労機会を提供するとともに、その他就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練などを行う事業所。

	障害者総合支援法
	正式名称は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」。障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らせる地域社会の実現に寄与することを目的とした障害福祉サービスの給付や地域生活支援事業などの支援を総合的に行うことを定めた法律。

	生活介護事業所
	常に介護を必要とする人に、入浴、排せつ、食事の介護などを行うとともに、創作的活動または生産活動の機会を提供する事業所。

	生活困窮者自立支援法
	経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある人に対して、自立の促進を図るための措置を講ずることを定めた法律。就労など自立に関する相談や、住居の確保に必要な費用の給付などを行う。

	地域生活支援拠点
	障害者の地域生活を支援するため、グループホーム、ショートステイといった居住支援ができる機能と、地域生活における相談支援機能の両方を集約した施設。

	電子書籍
	情報を紙に印刷した従来の本ではなく、情報をデジタルデータ化して、パソコンやスマートフォン、電子書籍専用端末で読めるようにした本のこと。

	特定個人情報
	個人番号（個人番号に対応し、当該個人番号に代わって用いられる番号、記号その他符号であって、住民票コード以外のものを含む。）をその内容に含む個人情報のこと。

	南海トラフ地震

	駿河湾から九州東方沖まで海底で続く、陸にプレートが沈み込む境界である南海トラフ沿いで発生するとされる東海地震、東南海地震、南海地震の３つの大地震が連動して起きる巨大地震。南海トラフでは約100～200年の間隔で大地震が発生しており、前回大地震が起こってから70年近く経過していることから、大地震発生の可能性が高まっている。

	南海トラフ地震防災対策推進地域
	南海トラフ地震が発生した場合に著しい地震災害が生ずるおそれがあるため、地震防災対策を推進する必要がある地域のこと。

	認定こども園
	就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（認定こども園法）第２条第６項の規定により設置された就学前の教育・保育を一体的に行う施設で、幼稚園と保育園の機能を併せ持つもの。

	農地利用集積円滑化団体
	農地利用集積円滑化事業の実施主体として農業経営基盤強化法に定められた団体。農地利用集積円滑化団体になることができるのは市町村・農業協同組合（総合農協に限る）・市町村農業公社のほか、法人格を有しない非営利の団体。

	バイスタンダーＣＰＲ
	意識がなく、呼吸が停止した傷病者に対して、救急車が到着するまでの間に、その場に居合わせた市民が行う胸骨圧迫心臓マッサージのこと。

	８０２０（はちまるにいまる）
	80歳で20本以上自分の歯を保つこと。

	避難行動要支援者
	高齢者、障害者、乳幼児など、災害発生時に特に配慮が必要となる人のうち、自ら避難することが困難であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るために特に支援を必要とする人。

	マイナンバー法
	正式名称は、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」。国民一人ひとりに番号を割り振り、社会保障や税に関する情報を一元的に管理する個人番号制度を導入するための法律。

	要配慮者
	高齢者、障害者、乳幼児など、必要な情報を迅速かつ的確に把握し、災害から自らを守るために安全な場所に避難するなど、災害時の一連の行動に対してハンディを負う人。

	四種混合
	三種混合のジフテリア、百日せき、破傷風に不活化ポリオを加えた４つの病原菌に対するワクチンのこと。



